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札幌市稲寿園介護総合相談センター重要事項説明書                     
１ 担当する介護支援専門員 

札幌市稲寿園介護総合相談センター  

 

２ 事業所の概要 

事業所名 札幌市稲寿園介護総合相談センター 

所在地 札幌市手稲区曙５条２丁目２番２１号 

介護保険番号 居宅介護支援（北海道０１７０４００１２１） 

管理者 鶴 見 尚 裕 

営業日        

営業時間 

連絡先 

 

２４時間対応の連絡先 

 

月～金（土曜日、日・祝祭日１２／３０～１／３休み）        

月～金８時４５分～１７時３０分                  

ＴＥＬ ０１１－６８４－６１１０           

ＦＡＸ ０１１－６８２－２１７０ 

ＴＥＬ ０１１－６８４－６１１０ 

（２４時間連絡体制を確保しています） 

サービス提供実施地域 札幌市全域、石狩市、小樽市 

             

３ 当事業所の法人概要 

法人名 札幌慈啓会 

所在地 札幌市中央区旭ケ丘５丁目６番５１号 

電話・ＦＡＸ 
ＴＥＬ ０１１－５６１－８２９１ 

ＦＡＸ ０１１－５６１－８２９８ 

法人種別 社会福祉法人 

代表者 理事長 太 田 眞 琴 

 

４ 当事業所の従業員ならびに勤務体制 

【従業員】 

職 種 職 務 内 容 人 員 数 

管理者（兼務） 事業所運営に必要な指揮命令、管理          1  人 

主 任 介 護 支 援 専 門 員  

（常勤） 
ケアプラン作成、ケアマネジメント、認定調査         1  人 

介護支援専門員（常勤） ケアプラン作成、ケアマネジメント、認定調査         3  人 

 

  【勤務体制】 

管理者・主任介護支援専門員

・介護支援専門員ともに 

月～金８時４５分～１７時３０分 

（土曜日、日・祝祭日、１２／３０～１／３休み） 

 

 

 

５ 事業の目的・運営方針 
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事業の目的 
要介護状態にある高齢者に対し、適正な居宅介護支援（ケアマネジメン

ト）を提供します。 

運営方針 

１ 介護保険法令の遵守。 

２ 公正中立な居宅介護支援の提供。 

３ 利用者が可能な限り居宅において、その有する能力に応じ自立した日

常生活を営むことができるよう居宅介護支援サービス計画（ケアプラ

ン）の作成を行います。 

４ 利用者の意思に基づいた契約であることを確保するため、利用者やそ

の家族に対して、利用者はケアプランに位置付ける居宅サービス事業

所について複数の事業所の紹介を求めることが可能であり、利用者や

その家族が自由に選択できるよう情報その他便宜の提供を図ります。 

 

６ 提供する居宅介護支援サービスの内容 

    契約書本文第４条～第７条に定める利用者に提供するサービスの内容は次のとおりです。 

内   容 提  供  方  法 保険適用 

居宅サービス計画（ケア

プラン）の作成 

１ 利用者の居宅を訪問し、利用者や家族に面接して情報を

収集し、解決すべき問題を把握します。 

２ 居宅周辺地域における居宅サービス事業者が実施してい

るサービスの内容、利用料等の情報を適正に利用者や家

族に提供し、利用者にサービスの選択を求めます。 

３ 提供するサービスが目指す目標、目標の達成時期、サー

ビスを提供するうえでの留意点などを盛り込んだ居宅サ

ービス計画の原案を作成します。 

４ 居宅サービス計画の原案に位置付けた指定サービス等に

ついて、保険給付の対象となるサービスと対象とならな

いサービス（自己負担）を区分し、それぞれ種類・内容

・利用料、サービスを位置づけた理由等を利用者及び家

族に説明し意見を伺います。 

５ 居宅サービス計画の原案は、利用者や家族と協議したう

えで、必要があれば変更を行い利用者から文書による同

意を得ます。 

○ 

居宅サービス事業者等と

の連絡調整・便宜の提供 

居宅サービス計画の目標に沿ってサービスが提供されるよ

う居宅サービス事業者等との連絡調整を行います。 ○ 

サービス実施状況の把握

・居宅サービス計画等の

評価 

１ 利用者及び家族と毎月連絡をとり、サービスの実施状況

の把握に努めます。 

２ 利用者の状態について定期的に再評価を行い、利用者の

申し出又は状態の変化等に応じて居宅サービス計画の評

価、変更を行います。 

３  以下の要件を設けた上で、テレビ電話装置その他の情報

通信機器を活用したモニタリングを可能とします。 

① 利用者の同意を得ていること。 

② サービス担当者会議等において、次の事項について主治

医、担当者その他の関係者の同意を得ていること。 

ⅰ 利用者の状態が安定していること。 

○ 
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ⅱ 利用者がテレビ電話装置等を介して意思疎通ができる（家

族のサポートがある場合も含む）こと。 

ⅲ テレビ電話装置等を活用したモニタリングでは収集でき

ない情報について、他のサービス事業者との連携により

情報を収集すること。 

③ 少なくとも2月に1回は利用者の居宅を訪問すること。 

給付管理 

居宅サービス計画の作成後、その内容に基づいてサービス

利用票・提供票による給付管理を行うとともに、毎月の給

付管理票を作成し北海道国民健康保険団体連合会に提出し

ます。 

○ 

相談・説明 介護保険や介護に関して、幅広くご相談に応じます。   ○ 

医療との連携・主治医へ

の連絡 

 居宅サービス計画作成時（又は変更時）やサービスの利用

時に必要な場合は、利用者の同意を得たうえで、関連する

医療機関や利用者の主治医との連絡を図ります。 
○ 

入院時には入院先医療機関へ担当ケアマネジャーの氏名お

よび事業所等をお伝え下さい。また、入院されたことを担

当ケアマネジャーへもご連絡ください。 

居宅サービス計画の変更 

 利用者が居宅サービス計画の変更を希望した場合又は事業

者がサービスの変更が必要と判断した場合には、利用者の

意見を尊重して、合意のうえサービスの変更を行います。 

○ 

要介護認定等に係る申請

の援助 

１ 利用者の意思を踏まえ、要介護認定等の申請に必要な協

力を行います。 

２ 利用者の要介護認定有効期間満了の60日前には、要介護

認定の更新申請に必要な協力を行います。 

○ 

サービス提供記録の閲覧

・交付 

１ 利用者は、サービス提供の実施記録を閲覧し、複写物の

交付を受けることができます。（但し、コピー代等の実

費を請求する場合があります。） 

２ 利用者は、契約終了の際には事業者に請求して直近の居

宅サービス計画及びその実施状況に関する書面の交付を

受けることができます。 

○ 

介護支援専門員の変更 
 介護支援専門員の変更を希望する場合は、センター管理者

までご連絡ください。 
○ 

公正中立なケアマネジメ

ントの確保 

 

利用者及び家族はケアプランに位置付ける居宅サービス事

業所について、複数の事業所の紹介を求める事ができます

。 

利用者及び家族はケアプランに位置付ける居宅サービス事

業所について、当該事業所をケアプランに位置付けた理由

を求める事ができます。 

必要に応じて、多様な主体等が提供する生活支援のサービ

ス（インフォーマルサービスを含む）が包括的に提供され

るような居宅サービス計画を作成いたします。 

○ 
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財産管理・権利擁護等へ

の対応 

 利用者がサービスを利用する際に、その所有する財産の管

理や権利擁護について問題が発生し、第三者の援助が必要

な場合には、利用者の依頼に基づいて、関係機関への連絡

を行います。 

－ 

 

７ サービスの利用料及び利用者負担(料金) 

居宅介護支援（サービス計画の作成・変更、事業所との連絡調整、相談説明等）については、

原則として利用者の負担はございません。但し、介護保険料の滞納等により介護保険が使えない

場合は、介護保険から事業者に支払われる全額が自己負担となる場合がございます。 

  その場合は、サービス提供証明書を発行致しますので、区役所で手続きをされますと後日払い

戻しになる場合がございます。但し、滞納の期間によっては、払い戻しにならない場合もござい

ます。 

 

８ 契約の終了と自動更新について 

     契約の有効期間は、要介護認定の有効期間の満了日でいったん終了することとなります。    

（認定の有効期間満了日以前に、利用者が要介護状態区分の変更の認定を受け、認定有効期間の

満了日が更新された場合には、変更後の認定有効期間の満了日までとします。） 

但し、有効期間満了日の前月末までに、利用者から契約を終了する旨の申し出がない場合には、

この契約は次の要介護認定の有効期間まで、自動的に更新されます。 

 

９ 契約期間途中での解約の場合 

     この契約は、契約期間中であっても、利用者から文書により解約いたします。 

※ 解約の場合は、次の事業所への引き継ぎなど、利用者が保険やサービスを滞りなく利用してい

ただくための手続きが必要ですので、月末以外の解約や次の事業者との契約開始日にはご注意

ください。できれば、一ヶ月程度の猶予を持ってお申し出ください。 

 

１０ プライバシー・個人情報の保護 

利用者にサービスを提供するうえで知り得た情報は、契約期間中はもとより、契約終了後にお

いても、決して第三者に漏らすことはありません。 

また、利用者や家族に関する個人情報が含まれる記録物に関しては、善良な管理者の注意をも

って管理を行い、処分の際にも漏洩の防止に努めます。 

※ 但し、サービスを提供する際に利用者やご家族に関して知り得た情報については、サービス担

当者会議などでサービスの利用調整を行う際に必要になります。このため、その利用者と家族

の同意が必要となりますので、別紙１の「居宅介護支援契約における個人情報使用同意書」に

記名押印いただくことになります。 

 

１１ 事故発生時の対応 

   利用者に対する指定居宅介護支援の提供により事故が発生した場合は、次のとおりに速やかに

対応するとともに、再発の防止に努めます。 

①  事故が発生した場合は、速やかに市町村及び利用者の家族ならびに指定居宅サービス事業者等

に連絡を行い、必要な措置を講じます。 

②  発生した事故の状況及び事故に対して採った処置等について記録します。 

③  賠償すべき事故が発生した場合は、速やかに損害賠償を行います。 

④  発生した事故の原因を解明し、再発の防止のための対策を講じます。 
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１２ 業務継続計画の策定 

① 事業所は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定居宅介護支援事業の提

供を継続的に実施するため及び非常時の体制での早期の業務再開を図るための計画を策定し、

当該業務継続計画に従い必要な措置を講じます。 

② 介護支援専門員に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定

期的に実施します。 

③ 定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行います。 

 

１３ 感染症の予防及びまん延の防止のための措置 

① 事業所は、感染症が発生し、又はまん延しないように、次の各号に掲げる措置を講じます。 

② 事業所における感染症の予防及びまん延防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装

置等を活用して行うことができるものとする）をおおむね 6 ヶ月に 1 回以上開催するととも

に、その結果について、介護支援専門員に周知徹底を図ります。 

③ 事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備します。 

④ 介護支援専門員に対し、感染症の予防及びまん延防止のための研修及び訓練を定期的に実施

します。 

⑤ 感染症の予防及びまん延防止のための措置を講じるための担当者を置きます。 

 

１４ 虐待防止のための措置 

   利用者の人権擁護、虐待防止の観点から虐待の発生又はその再発を防止するため、委員会の設

置・開催、指針の整備、研修の実施、虐待防止等にかかる必要な措置を講じます。 

  ① 事業所における虐待防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行う

事ができるものとする）を定期的に開催するとともに、その結果について、介護支援専門員

に周知徹底を図ります。 

  ② 事業所における虐待防止のための指針を整備します。 

  ③ 介護支援専門員に対し、虐待防止のための研修を定期的に実施します。 

  ④ 虐待防止の措置を講じるための担当者を置きます。 

 

１５ 身体拘束等の適正化の推進 

① 事業所は、利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を

除き、身体的拘束等を行ってはならず、緊急やむを得ない場合に身体的拘束等を行う場合に

あっても、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を

記録します。  

② 緊急やむを得ない理由については、切迫性、非代替性及び一時性の３つの要件を満たすこと

について、組織としてこれらの要件の確認等の手続きを極めて慎重に行うこととし、その具

体的な内容について記録します。 

 

１６ サービスの苦情相談窓口 

   苦情やご相談は担当のケアマネジャーの他、以下でも受け付けております。 

  苦情解決処理の流れについては、別紙２「社会福祉法人札幌慈啓会苦情解決実施要綱（概要）」

をご覧下さい。面接を希望される場合は、事前にご連絡をお願いします。 

 

【 苦情受付担当責任者 】 

      管理者     鶴見 尚裕         ご利用時間   月～金  ８：４５～１７：３０ 

                          ご利用方法   電話    ０１１－６８４－６１１０ 
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【 苦情解決責任者 】          ご利用時間   月～金  ８：４５～１７：３０ 

センター長   高橋 範祥       ご利用方法   電話    ０１１－６８２－２１６０ 

 

【 第三者委員 】 

札幌市社会福祉協議会常務理事   高棹 則嗣    

札幌市社会福祉協議会               電話   ０１１－６１４－３３４５ 

 

弁護士              矢吹 徹雄    

矢吹法律事務所                  電話   ０１１－２３１－５２４３ 

 

特任教授             大友 芳恵    

藤女子大学                    電話   ０１１－７３６－０３１１ 

 

※当事業所以外に下記の相談・苦情窓口などに要望や苦情を伝えることができます。 

 

札幌市高齢保健福祉部介護保険課          電話   ０１１－２１１－２５４７ 

札幌市手稲区役所保健福祉部保健福祉課       電話   ０１１－６８１－２４００ 

北海道福祉サービス運営適正化委員会        電話   ０１１－２０４－６３１０ 

北海道国民福祉保健団体連合会           電話   ０１１－２３１－５１７５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


